
様式第１号（第６条関係）

令和　　年　　月　　日
島　根　県　知　事　　様
所　　在　　地
　　　　　　　　　　　　　　　法人（個人）名
　　　　　　　　　　　　　　　代　表　者　名　　　　　　　　　　　
令和　年度しまねＵＩターンテレワーク支援事業費補助金交付申請書

　補助金交付を受けたいので、下記のとおり関係書類を添えて申請します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
記

１　事業実施予定期間　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

２　交付申請額　　　金　　　　　円
３　経費の区分
	補助対象区分
	事業に要する経費（税込）
	補助対象経費（税抜）
	補助金の額
（補助対象経費合計の1/2の額）
	備考（積算の根拠）
※以下記載例

	⑴通信環境整備費
	円
	円
	
	積算内訳
工事費　　　円
登録料　　　円

その他　　　円

	⑵通信費
	円
	円
	
	回線利用業者名　
月額回線利用料　　　円
利用ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ名　
月額ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ料　　　円

	⑶ｼｪｱｵﾌｨｽ使用料
	円
	円
	
	契約先事業者名　

月額使用料　　　　　円

	⑷事業場への出張交通費
	円
	円
	
	別紙様式１－５のとおり

	計
	円
	円
	円
（千円未満の端数を切り捨てた額）
	


　　※補助金の額は、補助対象経費(消費税及び地方消費税及びテレワークを実施するにあたり従事する企業から支給される手当及び実費支給される経費を除く。)に1/2を乗じて得た額の千円未満の端数を切り捨てた額とし、補助上限額の範囲内の額とする。
４　添付書類

　　（１）別紙様式１－１テレワーク実施計画書（申請区分に応じて作成してください。）
（２）補助対象経費の算出根拠となる資料（契約書の写し等）
　　（３）補助金の支払先口座情報が分かる資料
（４）その他知事が必要と認める資料
※（２）～（４）については、知事が確認できると認めた場合には写しの提出で可とする。

様式第２号（第８条関係）

令和　　年　　月　　日
島　根　県　知　事　　様

所　　在　　地

　　　　　　　　　　　　　　　法人（個人）名
　　　　　　　　　　　　　　　代　表　者　名　　　　　　　　　　　
令和　年度しまねＵＩターンテレワーク支援事業費補助金変更承認申請書

　令和　年　月　日付け　第　号で補助金の交付決定通知のあった事業について、以下のとおり変更したいので、関係書類を添えて申請します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
記

１　変更理由及び変更概要　
２　交付申請額の変更　　変更前　金　　　　円
　　　　　　　　　　　　変更後　金　　　　円

３　経費の区分
	補助対象区分
	事業に要する経費（税込）
	補助対象経費（税抜）
	補助金の額
（補助対象経費合計の1/2の額）
	備考（積算の根拠）
※以下記載例

	⑴通信環境整備費
	円
	円
	
	積算内訳
工事費　　　円
登録料　　　円

その他　　　円

	⑵通信費
	円
	円
	
	回線利用業者名　
月額回線利用料　　　円
利用ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ名　
月額ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ料　　　円

	⑶ｼｪｱｵﾌｨｽ使用料
	円
	円
	
	契約先事業者名　

月額使用料　　　　　円

	⑷事業場への出張交通費
	円
	円
	
	別紙様式１－５のとおり

	計
	円
	円
	円
（千円未満の端数を切り捨てた額）
	


　　※変更部分が容易に比較できるように、上段に変更前を括弧書きし、下段に変更後を記載する二段書きとすること。
　　

４　添付書類
（１）変更額の算出根拠となる資料（事業計画の変更内容が分かる資料含む）
　　（２）その他知事が必要と認める資料
　　　※（１）及び（２）について、知事が確認できると認めた場合には写しの提出で可とする。

様式第３号（第７条、第８条関係）

指令第　　　　　号
所　　在　　地

法人（個人）名
代　表　者　名　　様
　令和　　年　　月　　日付け　第　　号で申請のあった令和　年度しまねＵＩターンテレワーク支援事業費補助金については、下記のとおり（変更）交付を決定します。
　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　島根県知事
記

１　補助金の（変更後の）交付決定額は、金　　　　　　　円とする。（変更額：　　　　　円増（減））
２　経費の区分
	補助対象区分
	事業に要する経費（税込）
	補助対象経費（税抜）
	補助金の額
（補助対象経費合計の1/2の額）
	備考（積算の根拠）
※以下記載例

	⑴通信環境整備費
	円
	円
	
	積算内訳
工事費　　　円
登録料　　　円

その他　　　円

	⑵通信費
	円
	円
	
	回線利用業者名　
月額回線利用料　　　円
利用ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ名　
月額ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ料　　　円

	⑶ｼｪｱｵﾌｨｽ使用料
	円
	円
	
	契約先事業者名　

月額使用料　　　　　円

	⑷事業場への出張交通費
	円
	円
	
	別紙様式１－５のとおり

	計
	円
	円
	円
（千円未満の端数を切り捨てた額）
	


　※変更交付決定の場合、上段に変更前を括弧書きし、下段に変更後を記載する二段書きとする。
３　補助金の交付条件は、以下のとおりとする。

　(1)　補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号）、補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）及びしまねUIターンテレワーク支援事業費補助金交付要綱（以下「要綱」という。）に従わなければならない。

　(2)　交付された補助金は、申請どおり適切に執行しなければならない。

　(3)　要綱第８条各号に該当する変更を行うときは、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。

　(4)　補助事業の遂行及び収支の状況について、知事の要求があった場合は、速やかに状況報告を知事に対して行わなければならない。
　(5)　その他知事が必要と認める事項
様式第４号（第９条関係）

令和　　年　　月　　日
島　根　県　知　事　　様

所　　在　　地

　　　　　　　　　　　　　　　法人（個人）名
　　　　　　　　　　　　　　　代　表　者　名　　　　　　　　　　　

令和　年度しまねＵＩターンテレワーク支援事業実績報告書

　令和　　年　　月　　日付け　第　　号で交付決定した令和　年度しまねＵＩターンテレワーク支援事業について、事業実績を下記のとおり報告します。
併せて、実績額金　　　　　円の交付を請求します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 記
１　交付決定額及び実績　交付決定額　金　　　　円
　　　　　　　　　　　　実績額　　　金　　　　円
２　経費の区分
	補助対象区分
	補助対象経費実績額（税抜）
	実績額　
（補助対象経費実績額合計の1/2の額）
	備考（積算の根拠）
※以下記載例

	⑴通信環境整備費
	円
	
	積算内訳
工事費　　　円
登録料　　　円

その他　　　円

	⑵通信費
	円
	
	回線利用業者名　
月額回線利用料　　　円
利用ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ名　
月額ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ料　　　円

	⑶ｼｪｱｵﾌｨｽ使用料
	円
	
	契約先事業者名　

月額使用料　　　　　円

	⑷事業場への出張交通費
	円
	
	別紙様式１－５のとおり

	計
	　　　　　　円
	　　　　　　　円
（千円未満の端数を切り捨てた額）
	


※実績額は、消費税及び地方消費税を除いた額で記載すること。
３　添付書類

　　（１）支払実績の根拠となる領収書の写し等の資料

　　（２）その他知事が必要と認める資料
　　　※（１）及び（２）について、知事が確認できると認めた場合には写しの提出で可とする。
様式第５号（第10条関係）

文書番号
令和　　年　　月　　日
所　　在　　地

法人（個人）名
代　表　者　名　　　　　　　　　様　　

島　根　県　知　事　　　　　
令和　年度しまねＵＩターンテレワーク支援事業費補助金の額の確定通知書

　令和　　年　　月　　日付け　　第　　号で実績報告のあった令和　　年度しまねＵＩターンテレワーク支援事業補助金の額を下記のとおり確定しました。

記

　　　補助金の確定額は、金　　　　　　円とする。

